２　本協議会における検討経過

（１）これまでの検討経過
広島市は、平成12年度に作った新広島市青少年基本計画とガイド版「えーがいにしょうやー」の中で、電子メディアへの対応の必要性を打ち出した。

本協議会は、平成12年度から電子メディア部会を設置し、電子メディアと広島っ子の在るべき姿について検討を始め、平成14年７月、広島市への提言「広島発　電子メディアと子どもたち」をまとめた。主として、家庭、学校、地域などで、子どもたちを電子メディア漬けから脱するための活動を増やし、業界や行政を動かす取り組みを提起し、その具体的な方策の柱として市条例の制定を提案した。条例化に当たっては、「市民各界、各層の意見を幅広く聴き、先進例も参考にして、規制すべき範囲などの慎重な検討を進め、効果的な条例を新設するための作業に早く着手してもらいたい」と市に要望した。

（２）今回の検討経過

これを踏まえて、本協議会は平成15年10月から「電子メディアと子どもたちとの健全な関係の構築についてー条例化を含めた施策の検討」を新たなテーマに掲げ、「電子メディアに関する条例検討部会」（条例検討部会）を新設した。また、条例化の根拠と妥当性、関係法律との整合性、効力の範囲や実効性などについて、専門的な意見を聞くため、学識経験者（法律関係、社会学関係）と、携帯電話、インターネットなどの事業関係者による専門委員も設けた。条例検討部会、専門委員それぞれの立場から条例化を視野に入れた実効性のある施策の調査、検討を進めてきた。

　　　専門委員会議は３回（うち１回は条例検討部会との合同会議）開かれ、条例検討部会からの質問や意見について審議し、率直な論議が交わされた。各委員からは、基本的に利用者の判断と業界の自主規制に委ねられる問題との主張や、携帯電話を高校の授業に使ったり、電子メディア機器を野外活動に活用したりして効果を上げている事例を挙げて、有効に利用することが第一との意見もあった。各業界の性格や改善の取り組みの程度が違うため、一律的な規制が難しいとの見解、罰則を設けることへの抵抗感なども示され、特にプロバイダーの規制の技術的な難しさも課題に上がった。

　　　一方で、条例化が事業者の取り組みを促す具体的な根拠づけになること、市民と事業者の一体的な取り組みや行政の支援の必要性など、条例化を前向きにとらえる意見も多かった。

（３）各種団体と事業者を対象にしたアンケートの実施

広島市は、平成15年12月に、保護者や子どもたちとかかわりの深い各種団体や事業者を対象にアンケートを実施した。その結果、各種団体の代表者の約90％が、電子メディアと子どもたちに関する取り組みが必要であると答えている。電子メディアの利用度が高い人ほど弊害についても認識度が深く、取り組みが必要であると答えた割合が高かった。なお、各種団体としての実践については、「必要性を感じているが、取り組んでいない」が約70％に上り、その理由としては「必要なノウハウがない」「どこから取り組んでいいかわからない」などが挙げられた（資料４参照）。

（４）シンポジウム、青少年からのメッセージ

広島市は、「電子メディアと子どもたちとの健全な関係の構築」を目指す取り組みの一環として、平成16年１月にシンポジウム「子どもに感性と考える力を－ケイタイ・ネット時代に問われるもの」を開催した。評論家の柳田邦男氏は基調講演で「子どもを取り巻くＩＴ、メディアの環境は大変な問題を抱え、時代の節目」と指摘。これらの科学技術が利便性をもたらしている半面で①歯止めの利かない匿名化社会②自己中心的な人格形成③すぐキレる感覚④仮想世界と現実の混同―の４つの危険性、弊害を挙げ、電子メディアと一定の距離を置く取り組みで感性、人間性を培う必要性を説いた。

また、市が平成15年度に募集した「青少年からのメッセージ」（私とテレビ・テレビゲーム・インターネット・ケータイ）に寄せられた小・中学生、高校生の作文・漫画の中にも、時間を忘れてメディア漬けになっている悲鳴が浮き彫りになった。今や「メディア中毒」ともいえる状況が進化している一端を示している。長時間利用するとメディア機器が壊れるような描写もかなり見られたのは、自制が利かないため、大人、社会の側に何らかの規制を求める訴えと読み取れる。前述のシンポジウムにパネリストとして参加した高校生も、マナーを学ぶ環境づくりの願いを強調した。
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